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研究成果の概要（和文）：豊山町の町民討議会議を事例とした研究は、2016年4月に2011年度から2015年度まで
の町民討議会議参加者202名と未参加者の豊山町民から無作為抽出2000名を対象に調査を実施した。調査内容
は、町民討議会議に対する手続き的公正さの評価、市民参加に対する意識・行動および、これに関連する心理要
因であった。その結果、参加者では、前年度までの参加者とのコミュニケーションが参加を促していた。また、
未参加者は、審議会の公募委員への参加意図は低いが、町民討議会議や町民討議会議が提案した活動への参加意
図は比較的高かった 。市民参加の必要性や手続き的公正さ評価は、未参加者も肯定的に評価した。

研究成果の概要（英文）：In this research, a case study of the Shimin Togikai (citizen deliberation 
meetings) of Toyoyama in Aichi Prefecture, a survey was conducted in April 2016 on a random sample 
of 2000 Toyoyama townspeople, who were non-participants, and 202 participants from FY2011 to FY2015 
of the Shimin Togikai.
The survey involved an evaluation of the procedural fairness in the Shimin Togikai, the attitude and
 behavior toward citizen participation, and the related psychological factors. From the results, it 
was clear that participants of each year were encouraged by the participants of the previous year in
 their communication. In addition, although non-participants showed little intention of 
participating in the public meetings of the committee, they showed a comparatively high intention of
 participating in the activities proposed by the Shimin Togikai. Non-participants too realized the 
necessity of citizen participation and its procedural fairness and made positive evaluations of the 
Shimin Togikai.

研究分野： 環境社会心理学
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１．研究開始当初の背景 
 日本の多くの自治体は各種の計画策定に
際してワークショップ形式の住民参加を実
施するが、公募による参加者募集は代表性に
問題がある。これに対して、欧米では無作為
抽出による参加者（ミニ・パブリックス）の
熟議方式が開発されてきた（篠原，2004）本
研究で注目した日本の市民討議会と、そのモ
デルのドイツのプラーヌンクスツェレは、
「政治的平等」と「熟議」を両立した市民参
加の討議手法である。市民参加に対する政治
学の研究では、フィッシュキン（Fishkin, 
2009, 曽根・岩木(訳), 2011）が、民主主義の
トリレンマ(「熟議」・「政治的平等」・「大衆の
政治参加」の 3 原則の 2 つを実現しようとす
ると残り 1 つが実現困難となること）を指摘
している。 
プラーヌンクスツェレにはなく、市民討議

会にのみ見られる特徴の１つに、同一地域で
複数年継続開催する例が多い点が挙げられ
る。ただし、市民討議会を複数年継続開催し
ている地域での各年の討議テーマには体系
性はないものが大半である。これに対して、
小規模自治体において、体系的・計画的に各
年度でテーマを設定して継続開催できれば、
当該政策や政治参加への住民の関心を高め、
行動を促すとの仮説が成り立つ、つまり、「政
治的平等」・「熟議」・「大衆の政治参加」の 3
原則を全て満たすことが可能となると考え
たのである。本研究ではこの仮説を実証し、
新しい民主主義の実現に住民参加を結実さ
せる道筋を提起したいと考えた。 
 研究代表者・前田は国内外で市民参加によ
る自治体の計画策定が、参加者・当該地域の
参加未経験者の市民参加手続きの社会心理
学的評価や参加意図を高める効果を実証的
に示してきた。研究分担者(平成 27 年度のみ、
平成 28 年度は研究協力者)・伊藤はワークシ
ョップと市民討議会の比較検討を行なって
いる。本研究は、まちづくりの実践、市民参
加に対する政治学的な理論、社会心理学的な
実証研究を背景として構想された。 
 
２．研究の目的 
本研究は、自治体の総合計画策定に際して、

近年注目を集めているミニ・パブリックスの
概念に基づく無作為抽出市民による市民参
加方式である「市民討議会」の継続開催が協
働のまちづくりへの意識や行動に与える影
響を明らかにすることを目的とした。具体的
には、小規模自治体である愛知県豊山町(人口
15,000 人)での「町民討議会議」を事例とし
た。討議テーマの継続性については、豊山町
の町民討議会は、2011(平成 23)年度から 5 年
間継続開催することと討議テーマは第 4次総
合計画の見直しをテーマとすることをあら
かじめ決定していたためである。同一地域で
市民討議会を継続開催(参加者は毎年 2000名
を無作為抽出)する効果を以下の 2 点につい
て検証することを目的とした。 

(1)参加者の協働のまちづくりへの意識・行動
の変容 
(2)未参加の町民に与える市民参加意識・行動
の変容。 
 また、市(町)民討議会のプログラムにより
参加した市(町)民の熟議を促進できていたか
を検討するために、プログラムにおける討議
方法と参加者の意見表出や意見変容につい
て関連の検討を行なった。 
本研究は、計画策定への住民参加を通して、

民主主義のトリレンマといわれている「政治
参加」と「政治的平等」、「熟議」の同時実現
の可能性を提起するという全体構想の中に
位置づけられる。 

 
３．研究の方法 
総合計画の見直しをテーマに 5年間町民討

議会議を継続開催している豊山町および、同
様に総合計画の策定・見直しをテーマとしつ
つ市民討議会を単年度開催の予定で実施す
る小規模自治体である比較自治体として伊
予市を 2015 年春に選定し、両市町において
研究を実施した。 
(1)豊山町の町民討議会議 
①プログラム分析・討議記録分析は、各年度
のプログラム作成での討議方法と、当日の参
加者の討議記録（意見出しを行なった付箋、
模造紙や投票結果など）との関連について検
討を行なった。 
②2015(平成 27)年度の参加者に対する町民
討議会議当日終了時の質問紙調査や討議内
容分析を実施し、2014(平成 26)年度までの 4
年間の結果とあわせ、5 年間の各年度の参加
者の町民討議会議当日の質問紙調査の結果
について比較分析を行なった。 
③各年度の参加者(各年度 40 名前後)のうち
数名ずつにヒアリング調査を行い、町民討議
会議参加前後での政治意識等の変化を分析
した。 
④2016(平成 28)年度に無作為抽出の町民
2000 名と 2011(平成 23)年度から 2015(平成
27)年度の 5 年間の町民討議会議参加者 202
名を対象に質問紙調査（以下、豊山事後無作
為調査、豊山参加者調査）を行い、総合計画
の認知度や町民討議会議の評価、政治参加意
識や行動を分析した。また、本科研の研究期
間前の 2011(平成 23)年度に実施済みであっ
た無作為抽出の豊山町民 2000 名を対象とし
て実施した質問紙調査(以下、豊山事前無作為
調査)との比較分析を行うことにより、5 年間
の変化を分析した。 
(2)伊予市の市民討議会 
①2015(平成 27)年度の市民討議会(8 月開催)
の前に無作為抽出の伊予市民 2000 名への調
査を実施した(以後、伊予事前無作為調査)。 
②単年度開催との想定であった伊予市が平
成 28 年度も市民討議会を 8 月に開催するこ
ととなった。このため、平成 27 年度の調査
から約 1 年後で 28 年度の市民討議会の開催
前である平成 28 年 7 月に、伊予市での事後



調査として無作為抽出の市民 2000 名への調
査を実施した(以後、伊予事後無作為調査)。 

 
４．研究成果 
(1)プログラム分析・討議プロセス分析、参加
者へのヒアリング調査の成果 
(本節の内容は伊藤(2016)を元にしたもので
ある。) 
 町民討議会議全体の討議プロセスの中か
ら以下の４つの視点に着目し、典型的な討議
プロセスの討議内容について考察した。 
①多段階意見形成プロセスによる合意形成
効果 
ここでいう多段階意見形成プロセスの意

味は、個人による選択とグループ内の熟議の
結果としての選択、その結果を考慮して個人
で選び直した選択の組み合わせによる全体
の意見形成プロセスのことである。 
②グループ構成メンバー交換システムによ
る意見変容効果 
グループ構成メンバー交換システムと名

付けたのは、具体的にはグループメンバーの
席替えのことである。くじ引きによる場合と
参加者それぞれの自由な移動の場合がある。
（市民討議会の場合はくじ引きが原則、ワー
ルド・カフェの場合は自由に移動） 
③公共性の再発見による意見変容効果 
当初は自分自身のことを中心に考えた選

択をしていたのに対して、意識的に自分以外
の立場を考慮に入れて修正された選択結果
のことである。 
④物語性の導入による意見変容効果 
理性的な理由や根拠を基にした討議結果

に対して、レトリックやメタファー、ロール
プレイ、映像イメージ、物語性を導入したコ
ミュニケーションプログラムによって引き
出される意見形成のことである。 
分析結果からは、ミクロ－マクロ媒介問題

には二つの側面があると考えられた。一つは
個人と熟議参加者間の媒介問題である。これ
はある程度技術的な問題であり、本研究によ
って検証した部分でもある。熟議民主主義論
の規範的アプローチでは、個人的・個別的次
元と集合的次元を媒介するのは、個人の意見
の変化を引き起こすような熟議の中で生ま
れる公共精神だといわれている。このことは
今回分析対象とした町民討議会議の経験と
も符合している。熟議に参加している人々の
集合的次元までの媒介問題は、今回提案した
4 つの視点の検証から明らかなように討議プ
ロセスの設定の仕方によってどのような媒
介効果が得られるか、事例を通してある程度
明らかにすることができる。 
 二つ目の問題は、熟議の結果の正当性の問
題である。熟議に参加していない人を含めた
意思決定にどのように熟議の結果を結びつ
けていくことができるかというミクロ－マ
クロ媒介問題である。ミニ・パブリックス手
法の実施を制度的に位置づけることにより、
この部分のミクロ－マクロ媒介問題を実際

上乗り越えることはできる可能性がある。こ
の制度化問題の根拠を得るために、5 年間豊
山町で提案し試みてきたのは、第一に討議対
象者の範囲（マクロ）をできるだけ小さく設
定することと、第二にミニ・パブリックスと
して開催した町民討議会議を継続的に繰り
返し実施する（毎年 1 回 5 年間）という提案
であった。この方法によって二つ目のミクロ
－マクロ媒介問題解決の可能性を示そうと
したのである。実際、第 5回目の町民討議会
議参加者に対するヒアリング結果からは、参
加者の多くが町民討議会議の討議プロセス
とその結果に対して高い信頼感を持ってい
ることがわかっている。 
 田村(2008)は熟議民主主義を現代社会が必
要とする民主主義と位置づけ、「熟議」と「民
主主義的な権威」の並び立つ民主主義モデル
を提起している。そして「熟議的意思決定」
と「民主主義的な権威的意思決定」を媒介す
るのは、人々の「信頼」であるとしている。
市民討議会の役割は、この「信頼」を社会の
中に生み出すことであると考えることがで
きる。もちろん市民討議会の場の熟議が、時
に「政治的争点」化し広範囲の意見形成的な
議論に拡大していくこともあるだろう。しか
し、多くの場合は「固定的争点」として「信
頼」を媒介とした民主主義的権威としての役
割を果たしていくことが想定される。これが
一つのミクロ－マクロ媒介問題解決のイメ
ージである。 
 豊山町を舞台にこうした熟議民主主義的
なモデルを思い描くことができるとすれば、
このモデルは都市内分権された地域自治組
織における自治モデルとして提起すること
も可能であろう。権威と熟議の「競合的関係」
のダイナミックなバランスを保つ民主主義
モデルとして、小さな範囲での継続的市民討
議会をミニ・パブリックスの制度化の一つの
可能性として位置づけることができる。 
 豊山町における社会実験から検証すべき
課題として、町民討議会議の熟議の結果に対
して非参加者が「信頼」を感じることができ
るかを検証することを挙げた。質問紙調査結
果によりこの点が何らかの形で明らかにな
れば、ミニ・パブリックスの継続的な開催を
制度化する根拠の一つとなると考えられる。 
 
(2)豊山町における町民討議会議継続開催の
効果に関する研究成果 
(本節の記述は前田(2016)を元にしたもので
ある。豊山事後無作為調査での数字の一部は
回答者のうち、5 年以上豊山町に居住してい
た回答者のものである。) 
①町民討議会議開催の認知度 
豊山事後無作為調査において、町民討議会

議を開催していたことを「知っていた」のは
4 割を超えていた。同様に比較的小規模な自
治体で市民討議会のモデルであるプラーヌ
ンクスツェレを実施したドイツのレンゲリ
ッヒ市も、市民に対する調査(広瀬・大沼・杉



浦・前田・野波・大友，2009)で「知ってい
た」のは 4 割を超えており、ほぼ同程度の認
知度と言える。ただし、レンゲリッヒ市のプ
ラーヌンクスツェレでは工場跡地の再開発
がテーマであり、跡地内の建物が改築されて
市民ホールとなり、その運営にも市民が関わ
るなど討議成果が明確であった。これに対し
て豊山町の町民討議会議のテーマは総合計
画であり、討議成果の一部は実際の施策に生
かされているものの、町の中で目に見える形
での変化としての討議成果は必ずしもある
わけではない。このため、豊山町での町民討
議会議実施の認知度はかなり評価できると
考えられる。 
一方、討議テーマであった総合計画の認知

度は、参加者調査では豊山事前無作為調査よ
りも有意に「内容を知っている」と回答した
人の割合が多く、「知らない」と回答した人
の割合は少なかった。参加者調査では「計画
があることを知っている」は半数を超えてお
り、豊山事前無作為調査・豊山事後無作為調
査よりも多かった(χ2(8)＝103.86, p<.001)。 
 
②家族・友人などの町民討議会議参加者の有
無 
 参加者調査では、家族は 19.5％、職場・学
校の友人は 4.2％、近所の人は 16.9％、「その
他の友人・知人」は 14.4％の人が参加した人
がいたと挙げていた。豊山事後無作為調査で
は家族は 2.6％、職場・学校の友人は 0.2％、
近所の人は 3.0％、「その他の友人・知人」は
1.0％の人が参加した人がいたと挙げていた。 
 参加者調査では、「参加するべきか周りの
人に相談した」人は 30.5％いた。相談相手は
「町民討議会議参加経験者以外の家族」が
72.2％で最も多く、町民討議会議参加経験者
は 19.4％であった。豊山事後無作為調査では、
自分に案内が届いたが不参加であった人が
32.9％いた。この中で「参加するべきか周り
の人に相談した」人は 9.6％であった。相談
相手は「町民討議会議参加経験者以外の家
族」が 88.9％で最も多かった。町民討議会議
参加経験者に相談した人はいなかったが、参
加者から会議の様子などを聞いた人は 2.4％
であった。また、参加者調査では、参加依頼
が届いた人から参加すべきか相談を受けた
人は 6.8％であった。以上より、家族や近所
の人など身近な人に参加者がいるとある程
度知られていたと言える。参加すべきかの相
談を参加経験者にした参加者が約 1割いたこ
とは、他の町民に参加を促す役割を前年度ま
での町民討議会議参加者が一定程度果たし
ていたと言える。一方で、豊山事後無作為調
査では身近な人で参加経験者を知っている
人の割合は参加者調査よりも低かった。未参
加の人が参加依頼を受け取った時に既に参
加している人が身近にいて参加を勧める役
割を十分に果たすには町民に参加者が占め
る割合がもう少し多くなる必要があると考
えられる。 

③今後の参加意図 
 町民討議会議への参加意図については豊
山事前無作為調査では「参加したい」が
16.7％、「参加できない・したくない」が
83.3％であった。回答の選択肢が異なるため
に単純に比較はできないが、豊山事後無作為
調査では「町民討議会議に参加したい」に対
して、「非常にそう思う」と「ややそう思う」
を合わせた参加意図に対する肯定的な回答
が合わせて 18.1％であり、「全くそう思わな
い」と「あまりそう思わない」を合わせた否
定的な回答が 45.7％であった(他に「どちら
ともいえない」は 36.2％)。明確な参加意図
を示した割合は豊山事前無作為調査と豊山
事後無作為調査の比較ではほぼ同様である。
しかし、「委員会・審議会に参加(公募に応募)
したい」は豊山事後無作為において肯定的な
回答は 5.6％にとどまることと比較すれば倍
以上の割合の回答者が町民討議会議に参加
意図を示した。一方、参加者調査では、町民
討議会議への参加意図への肯定的な回答(選
択肢は事後無作為と同様)は半数を超え、「委
員会・審議会に参加(公募に応募)したい」で
の肯定的な回答は 3 割であった。 
また、町民討議会議での提言内容を受けた

今後の参加機会への参加意図については、
「子育て支援や町の安全・安心に関する活動
のボランティア」と「住民参加での住環境整
備の取組」に対して肯定的な回答を示した人
の割合が豊山事後無作為調査でも 2 割近く、
参加者調査では 3 割を超えていた。これまで
のボランティア経験では豊山事後無作為調
査で「全く参加したことがない」と回答して
いる 7 割の人の中でも上記 2 種類のボランテ
ィア活動への参加意図については、「ややそ
う思う」「非常にそう思う」を合わせた肯定
的な回答が 1 割を超えていた。町民討議会議
で提言された活動ということをきっかけと
して、自らは直接町民討議会議に参加してい
なくても、今後ボランティア活動に参加しよ
うという意図が促されたと考えられる。 
 
(3)伊予市における 2015(平成 27)年市民討議
会前後の調査結果 
①市民討議会開催の認知度 
 伊予事後無作為調査において市民討議会
を開催していたことを｢知っていた｣のは約 3
割であった。 
②家族・友人などの市民討議会参加者の有無 
 伊予事後無作為調査では家族は 5.3％、職
場・学校の友人は 1.5％、近所の人は 5.0％、
「その他の友人・知人」は 1.3％の人が参加
した人がいたと挙げていた。 
 伊予事後無作為調査では、自分が参加した
人の中で「参加するべきか周りの人に相談し
た」人は 43.8％いた。一方、伊予市事後無作
為調査では、自分に案内が届いたが不参加で
あった人が 38.8％いた。この中で「参加する
べきか周りの人に相談した」人は 17.3％であ
った。参加した人の方が周囲に相談した人が



多く、参加の意思決定に当たり、周囲の人へ
の相談が参加を促している可能性が示唆さ
れた。 
③今後の参加意図 
 市民討議会への参加意図については伊予
事前無作為調査では「参加したい」が 13.4％、
「参加できない・したくない」が 86.1％であ
った。回答の選択肢が異なるために単純に比
較はできないが、伊予事後無作為調査では
「市民討議会に参加したい」に対して、「非
常にそう思う」と「ややそう思う」を合わせ
た参加意図に対する肯定的な回答が合わせ
て 17.9％であり、「全くそう思わない」と「あ
まりそう思わない」を合わせた否定的な回答
が 44.9％であった(他に「どちらともいえな
い」は 37.2％)。明確な参加意図を示した割
合は伊予事前無作為調査と伊予事後無作為
調査の比較では、事後の方がやや多かった。
また、豊山町の町民討議会議は 2日間の開催、
伊予市は 1 日の開催のため、単純な比較はで
きないが、事後無作為での市(町)民討議会へ
の参加意図の回答分布はほぼ同様であった。 
一方、「委員会・審議会に参加(公募に応募)

したい」は伊予事後無作為において肯定的な
回答は 8.9％にとどまったことと比較すれば、
ほぼ倍の割合の回答者が市民討議会に参加
意図を示していた。 
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